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 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程を研究指導終了により 2017月 3月に退学した




























 以上の目的を達するため、本論文は、第 1 に、救貧法のみならず、それによる困窮者へ
の救済システムを基礎づける仕組みとしてセツルメント法が重要な役割を果たしたこと、









 本論文は、以下の構成からなっている。上記①ないし④の 4 つのエポックとの対応関係
も示しておく。 
 



















 第Ⅱ章では、中世の 14 世紀後半にみられた農業労働者の労働移動に対する規制立法の展
開とその特質を検討している。具体的には、1349 年の労働者勅令（An Ordinance 
concerning Labourers and Servants, 23 Edward Ⅲ.）及び 1351 年労働者規制法（the 











制定された 1349 年勅令及び 1351 年労働者規制法は、隷農が土地を離れることを禁じると
ともに、とくに 1351 年法はこれらの法令の実効性を確保するための機構として、中央（国
王）政府から行政的・司法的な監督を受ける治安判事（制）を採用するに至った。また、










































第 3 号及び 1601 年制定法第 2 号は、教区の教区委員及び貧民監督官に対し貧民の救済を義
務付け、ここに「治安判事－教区」体制が確立していった。他方で、1597 年法及び 1601
年法は、特定の貧民の具体的な救済責任をいずれの教区が負担するのかを明らかにしてい





















のかにつき分析を行っている。具体的に、同章では、17 世紀末から 18 世紀にかけての旧
救貧法の改正の中でもとりわけ、1691 年制定法第 11 号による「証明書」制度の導入及び


















































































より国営職業紹介所及び国営失業保険制度が構想され、これが 1909 年制定法第 7 号（職業


































































































































 第 2 に、社会保障法と労働法、その他の法領域による相補関係で生活保障（法）が成立
するという著者の問題意識からすると、本論文における時代区分がベヴァリッジ体制の成
立時点で終了し、第二次世界大戦以降を本格的に扱っていない点は、残念ではある。 
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50 頁・4 行 …1349 年勅令及び 1351 法の… …1349 年勅令及び 1351 年法の… 















149 頁・10 行 …存在意義を失わることを… …存在意義を失わせることを… 



































213 頁・15 行 …度々指摘されるたのが… …度々指摘されたのが… 








263 頁・14 行 …地方政府委員会には… …地方政府庁には… 










298 頁・2 行 …また、同胞が受給要件として… …また、同法が受給要件として… 
304 頁・7 行 …その者が雇用失った日から… …その者が雇用を失った日から… 
310 頁・14 行 …給付事業が実施すること… …給付事業を実施すること… 




318 頁・15 行 …1911 年法（及び 1908 年法）の
立法者… 
…1911 年法（及び 1909 年法）の
立法者… 
